




The International R&D from the Viewpoint  
of Sustainable Competitive Advantage
Bai Yina





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































２）	 青島矢一 ・ 加藤俊彦（2012）『競争戦略論』東洋経済新報社．











９）	 Barney,	J.	B.（2002）“Gaining and sustaining competitive advantage,”2nd	ed,	Pren-
tice	Hall,（岡田正大訳（2003）『企業戦略論―競争優位の構築と持続（上）―』
ダイヤモンド社．）
10）	 Bartlett,	C.	A.,and	Ghoshal,	S.,（1989）,“Managing across borders：the transnational 
solution,”Harvard	Business	School	Press.（吉原英樹監訳（1990）『地球市場時代の
企業戦略：トランスナショナルマネジメントの構築』日本経済新聞社．）
11）	 Cantwell,	H.,（2009）“Location	and	the	Multinational	Enterprise,”Journal of Inter-
27
アジア ・ 国際経営戦略研究論集　第13号
national Business Studies 40（1），pp.5-41.















20）	 Hamel,	 G.,（1991）,“Competition	 for	 Competence	 and	 Inter-partner	 Learning	
within	International	Strategic	Alliances,”Strategic	Management	Journal，Vol.12
















27）	 金煕珍（2012）「現地人エンジニアが主導する製品開発：デンソー ・ インドがタ



























39）	 村上由紀子（2013）「多国籍企業の R&D における人材の国際移動の役割と課題」
『研究 ・ イノベーション学会 ・ 年次学術大会講演要旨集』第28巻，pp.1044-1047．






43）	 中川充 ・ 多田和美 ・ 岩田智（2017）「新興国子会社における知識戦略と組織要因」
『自由論題報告要旨』











49）	 Penrose,	E.	T.,（1959）“The Theory of the Growth of the Firm,”Basil	Blackwell，
（末松玄六訳（1959）『会社成長の理論』第二版，ダイヤモンド社．）
50）	 Porter,	M.	E.,（1980）“Cometitive strategy,”Free	Press（土岐坤 ・ 中辻萬治 ・ 小
野寺武夫訳（1982）『競争の戦略』ダイヤモンド社．）
51）	 Porter,	M.	E.,（1985）“Competitive advantage-Creating and sustaining Superior 










ial	education	is	beginning.”In C. A. Kent（Ed.）Entrepreneurship Education,	pp.69-
88.
56）	 坂下昭宣（1991）「企業の競争戦略」『岡山大学経済学会雑誌』第22巻第（３ ・ ４）
号，pp.431-448.
57）	 島谷祐史（2006）『グローバル ・ イノベーションのマネジ	メント』中央経済社．
58）	 島谷祐史（2007a）「海外 R&D 拠点の役割進化プロセス―米系多国籍企業Ｋ社
の日本の R&D センター	 の事例分析―」『国際ビジネス研究学会年報2007年』第
13号，pp.57-68．























68）	 安田英土（2006）「日本企業における国際的 R&D 活動の新潮流」『情報と社会』，
第16巻，pp.133-146.






72）	 安田英土（2007）「日本企業における海外 R&D マネジメントの変遷について」
『情報と社会』第17巻，pp.107-126.
73）	 安田英土（2008）「アジア地域における日本企業の R&D マネジメントに関する研
究」『情報と社会』第18巻．
74）	 安田英土（2009）「R&D 活動国際化と技術移転に関する分析」『情報と社会』第
19巻，pp.111-119.
75）	 楊錦華（2015）「多国籍企業における持続的競争優位性の構築―ダイナミック ・
ケイパビリティ論からのアプローチ」『三田商学研究』第58巻第２号，pp.255-273．
76）	 Wernerfelt.	B.,（1984）,“A	Resource-Based	View	of	the	Firm”Strategic	Manage-
ment	Journal,	Vol.5,	No.2.,	pp.171-180.
31
